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生活保護法の２１世紀的転換を考える 

序 IFSW(国際ソーシャルワーカー連盟)の５０周年世界大会（於ミュンヘン） 

2006 年７月から８月にかけて開かれた IFSW(国際ソーシャルワーカー連盟)の５０周年

世界大会（於ミュンヘン）のテーマは｢バランスの欠如した世界―新しい社会均衡に向かっ

て行動する為に｣であった。イメルダ・ドット会長はその挨拶の中で、ミュンヘンの地で開

かれた第１回大会を振り返り、50 年前、ナチズム発祥の地ミュンヘンで、ナチスの引き起

した惨禍からの復興を成し遂げようとするその時に開催された意味を確認された。西欧福

祉国家群の夜明けの時であった。そして 50 年後の今年、50 回大会は同じくミュンヘンの地

で、IFSW は今「バランスの欠如した世界」との時代認識のうちに、「富や資源の公正な配

分という言い古された課題はまさに今日的協議課題」と述べて、新しい社会的均衡が求め

られている事を示した。 

グローバリゼーションの経済活動は一方で多大な富を蓄積するに違いない。そしてその

配分をめぐって格差はさらに拡大し、社会的排除からの脱出の道にワーキングプアが待っ

ているのであれば、財の配分が公正とはいえない。IFSW の分科会（諸要求に挟まれた社会

制度：基本的ニーズと社会保障の制定基準）において、ドイツの現場のワーカー達がする

激しい議論、１ユーロジョブをめぐっての議論はまさにこの問題であった。 

海外からの参加者としてこの議論を目の当たりにした時、私はこの問題はグローバリゼ

ーションに当面する世界のワーカーにとって共通課題であるという事を知らされた。その

思いから日本語による発言をさせていただいた。富の公正配分をどうするのか、IFSW の指

摘の通り、それが問題である。同時通訳の機能しない中で何処まで理解いただけたか心も

とないところではあったけれども・・。 

１．EU 統合 

ヨーロッパ社会は、EU 統合という壮大な経済的社会的統合の真っ只中である。統一通貨

ユーロの流通へむけて、1992 年にマーストリヒ条約（12 カ国批准）が締結され、資本や労

働力の自由な移動、柔軟な価格や賃金の変動、経済構造の類似性１を整える市場の統合がお

し進められた。そして通貨の統合へ向けて、各国のマクロ経済パフォーマンスの改善に関

する財政収支、債務残高、インフレ率、為替レート、長期金利の５点についての目標値、

マーストリヒト収斂基準２をクリアし、マクロ経済政策の協調、金融政策の欧州中央銀行へ

の一本化と 3 段階３のステップを経て EU は 1999 年共通通貨ユーロの発足を敢行する。 

この EU の経済的側面の統合は、労働者の域内移動の自由を求めるので、社会的側面と

される労働政策、社会保障の分野の統合も不可避的に動き出した。しかし、当時のイギリ

はサッチャー政権であり、社会的側面を盛りこんだ条文を『条約本文に組み込む事を最後

まで拒んだ』ために、社会的側面の条文は他の 11 の加盟国が合意する添付文書となった。 

1997 年、イギリスに労働党ブレアが登場し、EU は拒否権を発動するサッチャーとの攻

防を終息させ、以降、社会政策分野、社会憲章（social chapter）の政策分野でもイギリス

合意を得て、1999 年 5 月「社会労働政策を EU と加盟国の共通の責任領域である事を全て
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の加盟国が確認４」した上で欧州連合（EU）の憲法と言うべきアムステルダム条約が発効

する。その 136 条には「高水準の雇用と継続と社会的排除の撲滅の為の人的資源の開発」

137 条は「労働市場から排除された人々を労働市場へ統合する」事が盛り込まれた５。この

条文は社会的排除への政策的対応を掲げており、ここに社会保障制度改革のキー概念「社

会的排除」が示されたのである。 

すでに 1989 年には、法的拘束力を持たない政治宣言として『労働者の基本的社会権に関

する EC 憲章』が 11 カ国（イギリスを除く）により採択されていたが、この中身「雇用と

賃金、生活労働条件の改善、社会保障、団結権と団体交渉権、職業訓練、男女均等待遇、

労働者への情報提供・協議・参加、職場の安全衛生、児童・若年者の保護、高齢者，障碍

者など広範な領域にわたる基本的社会権のリスト６」は、全 EU 参加諸国が社会憲章として

合意、採択された訳である。 

２．OMC(Open method of coordination )「整合化のための開かれた方法」 

EU 統合における社会的側面の位置は、ローマ条約（1957 年）では 248 条項の内、１２

の条項のみ、経済統合の条件として必要な政策のみが取り上げられ、主に生産要素の一つ

としての労働力、労働者の自由移動に関する分野が優先順位的に高く扱われた。その他の

社会的側面の政策について、伊藤は，「各国の『協力』を進めるとしただけであり、法的拘

束力を EEC に求めるではなかった７」とされているが、EEC に加盟各国政府政策への拘束

力を認めるものではなかった。 

しかし 1986 年 EU 第３次拡大の時、ポルトガル、スペインの加入で、産業立地の移動、

投資誘致競争の激化の動き８の中で、同年 12 カ国で締結された単一欧州議定書（Single 

European Act）では労働環境、労働者の健康と安全の重要性が謳われ、EU はこの分野の

政策統合の進め方に、特定多数決制と言う新しい合意形成ルールを採用したのである。 

このルールは域内各国の社会的側面の各分野について①EU 理事会の全会一致、欧州議会

との共同手続きを要する分野、②特定多数決、欧州議会との共同手続きを要する分野、③

加盟国の独占的立法権を認める分野と３つを区別して対応し、②は加盟国の規模に応じて

票数を決め、かつ小国に有利となるように票の配分をした多数決制である。これまでの全

会一致性に変わるこのルールによって、EU レベルでの政策統合を目指す各国立法は、EU

との間で柔軟な政策協調のための議論と協調を進め、EU の多数の政策領域で意思決定は早

まった。1985 年就任したジャック・ドロール委員長のソーシャルヨーロッパ路線９の推進、

経済的社会的差異を抱えた各国の政策統合は、そのステップが踏み出されたのである。 

2004 年の第５次 EU 拡大は東欧圏 10 カ国が加盟して、域内の経済、文化の違い、格差

異質性がさらに拡大する状況を迎えているが、域内各国の政策統合、協調のための手法と

して 4 つある１０と伊藤裕一は整理している。そのなかで上記②の手法である特定多数決、

OMC(Open method of coordination )「整合化のための開かれた方法」については、「欧州

レベルでの画一的な規則の制定や政策の調和を図るのではなく、欧州レベルでは全般的な

『ガイドライン』や『共通目標』が設定されるにとどまり、その具体化と執行は加盟国の
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政府や当事者の裁量に任せるという『ソフトな』ガバナンス手法です」と指摘されている。 

国家の枠を越えて行なう EU の政策の決定過程は、「一種独特な政体」とよばれている。

が、このような柔軟な合意ルール、執行ルールを獲得して進められているわけである。 

３．社会保障制度の変革の動向（新欧州社会モデルの示すもの） 

経済統合は生産諸要素の域内流通の促進、障壁の撤廃を求め、生産要素の一つである労

働力の移動促進を前提に労働市場の規制緩和が進み、雇用面での域内の政策統合を不可避

的に求めた。またＥＵ加盟国には、マースリヒト収斂基準における一般政府部門の財政赤

字には対 GDP３%以内の縛りがあって、その実現のために、各国は社会保障費部分の削減

が懸案であった。 

また、ヨーロッパ共通の課題としての失業問題は、社会保障費、雇用保険費という企業

の雇用コスト全体、賃金外労働コストの高さから新規雇用が停滞し、内部労働市場（企業

の正規雇用者の転職、新規雇用等）、外部労働市場（正規雇用に参入していない求職者の就

職等）双方の硬直化が指摘され、長期失業者の固定として顕れていた。ドイツの場合「高

賃金そのものが批判の対象となることはなく、人件費を押し上げる社会保険のコストや有

給休暇の多さ、あるいは病欠の多さや解雇の難しさなど、また企業課税、規制の多さ、手

続きの煩雑さなどが主に論議の対象となっている。これらの点を改善して、ドイツの競争

力を強化する政策が求められている１１。」として、国際競争力の低下も指摘された。 

この状況をふまえて、1993 年 12 月「ドロール白書（成長、競争力、雇用―2１世紀に向

けての挑戦と方法）」が欧州理事会に提出され、さらに 1993 年 11 月「グリーンペーパー/ 欧

州連合にとっての選択」に基づき行われた幅広い議論が取りまとめられた『社会政策白書』

１２」（1994 年）では、サッチャーらニューライト側の指摘を一部いれつつ、新しい基本路

線、いわゆる欧州社会モデルを提示することになる。 

欧州社会モデルは、福祉国家路線の改訂的継承と理解されているが、その雇用戦略にお

いて「激しい競争原理の下では弱者が社会から排除される危険性が高い事を考慮し、排除

ではなく仕事を通じて国民全体を社会的に統合する連帯の道を選択した１３」との基本スタ

ンスを示している。欧州社会は、経済成長、競争力を維持しつつ、仕事を軸にした社会統

合を掲げ「新しい貧困とされる『社会的排除』を解消」を鍵に、雇用政策、雇用戦略を軸

にする「社会的包括のための社会政策の改革」を進めて動き出したと理解される。 

４．EU における雇用の位置づけと福祉制度 

上記欧州社会モデルでは雇用政策と社会統合政策（社会的排除への政策）が同じ政策

の盾の両面であるという１４。この事は社会福祉サイドからみると、社会的排除という新

しい貧困、その生活問題の解決を巡って、福祉政策が『福祉から雇用へ』とされる方向づ

けがなされ、構図としては生活保護と失業給付の乗り入れを図る、「『社会扶助（公的扶助）

制度』と『失業給付制度』とをワークフェア的な仕組みに変えようとするものである１５」

と指摘される、いわゆる政策ミックスが図られる動きである。 
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ワークフェアとは福祉（welfare）と就労（work）をあわせて作られた言葉だが、「社会

扶助給付の見返りとして、人々に就労を要求するプログラム或いはそうした体制」と定義

されている１６。しかし今日では広範な政策を示しており各国で進行している就労と福祉の

再編の様々な政策傾向を呼んでいる１７が、イギリス、ブレアの第三の道、デンマークのア

クティヴェーション１８、フランスの労働者保護的な政策動向と 3 つの傾向が指摘される。 

ドイツでも 2003 年抜本的な労働市場改革（ハルツ改革）が表明され「経済政策と一体的

に行う事を企図して、労働・社会省の労働部門を経済省に合体して、経済・労働省とした１９。」

との動きの下、さらに 2005 年 1 月から改革の中核、ハルツⅣが実施された。「失業手当て

の給付期間を過ぎた後に給付されてきた『失業扶助』と『社会扶助』を新たに設ける『失

業手当Ⅱ』に一本化した。」と言う変化は、それまでは「期限の無い失業扶助を受け取り、

また社会扶助は失業扶助とは関連付けられずに給付されて来た」という長期失業者は、失

業手当Ⅱの受給者となり、公共・福祉部門の提供する 1 時間 1 ユーロの仕事に従事した場

合に限り、一定の収入までは失業手当を受給し続ける事が出来ると転換された。 

IFSW の分科会（諸要求に挟まれた社会制度：基本的ニーズと社会保障の制定基準）にお

いて、この１ユーロジョブをめぐるドイツの現場のワーカー達の激しい議論を、私達海外

からの参加者は目の当たりにしている。ワーク・フェアをどう進めるか、労働政策(就労支

援)と福祉政策の政策ミックスは、どのようなルールにおいて統合されるかが争点であろう。 

５．EU の雇用戦略と社会的排除 

①雇用戦略 

1997 年 11 月、EU は構造的失業という欧州の共通課題を抱えてのルクセンブルグ雇用サ

ミットで「第一次雇用戦略」（1998 年～2002 年）を示した。この中で「加盟国の雇用政策

のためのガイドライン」として 4 つの柱２０を示したが、それらは①企業家精神を発展させ

る②男女の機会均等③雇用確保力（employability）（就労することが困難な人々のための雇

用・教育・福祉政策）④適応可能性（adaptability）（労働市場の柔軟化の悪影響を最大限

抑制するためのセイフティ・ネットの創設や教育訓練制度の充実２１）である。 

この一次戦略はなまじ就職するよりも、福祉給付や失業給付を受給する方が収入が良い

という「福祉の罠２２」への対応が課題であり、社会福祉制度を大きく方向付ける内容であ

る。 

またこの決定は、1994 年 12 月エッセン欧州理事会で導入された「多国間雇用監視システ

ム」に従い、各国側は毎年 12 月開催の欧州理事会へのレポートを提出し、EU 側はその評

価の上で雇用ガドラインを見直し、各国への勧告を纏めるというルールが適用された。 

2000 年、欧州リスボン理事会は上記ルールにより第 2 次雇用戦略（2003 年から 2010 年

まで）を策定し、上記 4 本の柱の上位に「フル就業」full employment と言う目標を設定し

た。フル就業とは、ケインズの福祉国家がかつてめざした完全雇用とは違い、雇用形態は

正規雇用ばかりでなくパート、期間雇用などの月給が 400 ユーロに満たないミニ・ジョブ２３

をも雇用に含めてカウントし、労働市場から排除され、社会保障給付に甘んじている人々
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に対して仕事の機会の拡大しようとする。「失業者として統計に現れてこない非就業者をい

かにして「仕事の世界」につれてくるかと言う問題意識にシフト２４している」とされる。 

2000 年 9 月ニース欧州理事会は、貧困および社会的排除と戦うに際しての共通目標を①

「排除のリスクを阻止する」、②「全ての関係者を動員する」③「就労への参加・資源・権

利・財・サービスへの万人のアクセスを促進する」④「最も脆弱な(vulnerable)人々を支援

する２５。」として 4 つを挙げた。 

そして翌 2001 年のストックホルム欧州会議では、フル就労として進められる就労率の数

値目標をクリアしても、実際人々の就労先が生産性の低い低賃金労働への集中となるので

はなく、「より多くのより良い仕事（more and better job)）であるようにと、「仕事の質」

を目標として、仕事の量と質の二兎を追う戦略としている２６。「仕事の質の向上は失業や非

就労への流出を減らし、流入を増やして就業率をあげる。」との認識はワーキング・プアが

報道を賑わす今日の日本の状況を考える時に、注目に値する内容であろう。 

2002 年、欧州理事会は政策のターゲットグループを示し、そのグループ毎（女性、高齢

者、長期失業者、若者）就業率のアップのために各々に失業率改善への数値目標を設定し

て社会統合を強調２７している。さらに 2003 年からの第二期雇用戦略では、フル就労・仕事

の質・社会的統合の３つを全体目標としており、就労率の目標値は 2005 年までにすべての

加盟国の達成を確認して、EU 雇用戦略はこの基本路線を継続させつつ、現在は 2010 年ま

での中期指針、新雇用指針が進行している。 

②社会的排除への政策―社会的包摂と社会福祉 

福祉制度に関連して、2006 年 2 月｢労働市場から最も遠い人々の積極的な統合を促進す

るための EU レベルの行動に関する協議｣があり、その基本的な認識は、雇用の拡大の重要

性とともに、「社会保護制度はとりわけ不況期には労働市場の機能を改善しうる、つまり雇

用契約をより柔軟にし、求職をより効率的にする事を指摘し、福祉制度が無ければ分配的

効率性が失われる２８。」としており、ここに福祉政策の役割の積極的位置づけが見られる。

（ここで言う保護制度とは EU の社会的側面、労働者保護的な社会制度を包括的に含み、

社会福祉制度とは社会的扶助、公的扶助をさしていると思われる。） 

また最も脆弱な人々に対して「①雇用機会や職業訓練を通じた労働市場とのリンク、②

尊厳ある生活を送るのに十分な水準の所得補助、③社会の主流に入っていく上での障壁を

取り除くためのサービスへのアクセス２９」と纏められたこの内容のうち、トランポリンと

言われる転職など求職活動の円滑化のための政策①③を支える、最低所得保障の制度が問

題とされている。「労働市場政策と所得保障と社会的サービスが三位一体となった EU レベ

ルの最低生活保障制度に関する法制的措置に向けた動きが開始された事になります。３０」

としてこの積極的な統合への政策ミックスでは、トランポリンと言われる労働政策や諸社

会サービスにアクセスし活用する人々への所得補助制度、所得保障制度が求められており、

この三政策の三位一体的な統合を政策課題として指摘している。 

③イギリスの社会的包摂と社会福祉 
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コミュニティ・ケアの国イギリスでは、サッチャーによる新自由主義的な改革をへて、

ブレアの社会的排除への政策は「第三の道」と言われる方向である。ここでは EU の上記

政策目標を踏まえ、コミュニティの再構築を通した就労支援として始まり、1997 年には省

庁を横断した社会的排除対策室（Social Exclusion Unit）を創設した。都市再生、住宅政策、

教育政策、若者への就労支援が、政府、地方当局、民間企業、民間団体からなる｢パートナ

ーシップ｣の編成により進められ、社会的排除状態にある人々に対しては、｢コミュニティ

への参加を、就労と言う目的のための手段としてとらえる３１｣と言う内容が付け加えられた。 

就労を軸にする労働の為の福祉（welfare to work）もしくはポジティヴ・ウェルフェア、

ワークフェア３２とされる政策展開は先進国と共通だが、特徴としては手厚い公的扶助が稼

働能力の有無によって区分けされ、社会的排除対策と看做される社会サービス型、貧困政

策としての所得保障型とにその利用制度を区分けしているという。 

特に一人親世帯においては、母親への就労支援と子供への貧困対策とを両立させるため

に、還付付き税額控除、最低賃金の復活、家庭への支援サービス(保育の充実を含む)が採ら

れ３３、給付と税制の融合を成し遂げた。結果この制度受給者へのスティグマの低減、貧困・

失業の罠の回避と低所得世帯の所得の増加が実現し、給付と自立支援の分離もなされたと

いう３４。 

低年金者への所得保障については、年金改革の一段として最低所得の保証を行い、保険

料を一定期間拠出すれば低所得者でも基礎年金と合わせて公的扶助基準を上回る年金を受

給できると言う考え方３５に立って、低年金者への給付を公的扶助から分離してスティグマ

に配慮している。このように低所得層内部を稼動能力の有無、年金拠出の有無、課税限度

額以上の所得の有無など各々の貧困原因が考慮され得る公的扶助外の所得最低保証制度を

設けて、所得保障給付者へのスティグマの低減をはたしたという。 

また社会保障の社会保険税や分担金、租税を「正（＋）の所得税」と考え、還付金、サ

ービス給付、社会保障給付、扶助費給付を「負（－）の所得税」として税と社会保障負担、

給付等を一元的に管理している。（ベーシック・インカム３６の考え方と共通点がある。） 

さらに、EU 雇用戦略における地域雇用政策の中で「第 3 のシステム」とされる地方分権

的なコミュニティに密着する活動は、地域の固有性を重視する福祉、環境、通信、情報分

野などでの「NPO」「NGO」の活動を含むシステムとして紹介されている。具体的には｢子

供の世話等の家事サービス、若年者(障害者)や高齢者への援助と言った福祉サービス、環境

改善に関わるサービス３７｣などの地域の諸ニーズを充足して、同時に雇用機会を広げるとい

う波及効果が期待されているという。この第 3 のシステムは、ターゲットグループ（女性、

高齢者、長期失業者等）の就労機会を拡大し「最も脆弱な(vulnerable)人々を支援する」事

を目的にして、コミュニティの地域福祉的な活性化、組織化を進めており、そのベースに

雇用戦略の 4 つの目標を組み込んで進める政策ミックスと理解できるであろう。 

６．②わが国の国民生活の変化 

ところで翻って、わが国の 2006 年 10 月 2 日、日経記事は『通貨統合下では、構造変化
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に伴う実質の為替調整は賃金、物価変動を強いる＝フェルドスタイン教授３８』と指摘され

ている。通貨が同じとなると、各国は、経済構造上の違い、ファンディメンタルズの差を

為替によって調整する術を放棄したことになるので、各国市場はその原理に従い、互いに

賃金、物価という市場価格によって均衡を求めるであろうから、この指摘は経済学上の合

理的真実であると思われる。 

そうであれば EU 内では西欧先進諸国側の賃金ダウンと物価のデフレ現象、発展途上、

東欧側の最低賃金アップとインフレを持って市場は均衡へと向かい、この動きは避けられ

ないということになろうか。世界市場においても自国通貨と基軸通貨の為替による調整を

へつつも、賃金と物価の動向は同様に発展途上側も先進国側も、経済状況は安定とは言い

難く推移するであろう。通貨の統合を含む世界市場の形成過程、グローバリゼーションの

進展とは、各国市場経済が世界の各地域において国境を越えての世界市場システムを不断

に形造り、何だかの平衡状態を求め続けるのであろうから、その間に人々は賃金水準、物

価水準の変化等多くの経済変動に見舞われるであろう。先進国側にある日本では、デフレ、

賃金引下げの傾向が持続する事が予測されるのであろうか。 

このようなグローバル経済の動きをベースにして、予想を超えるマネーゲームの流れの

中で、わが国ではたとえ景気回復といわれる中での経済活動は、更なる技術革新で大きな

富を蓄積しても、富の偏在が拡大して、広範な規模の人々は、発展途上国の労働者との賃

金ベースの競合関係に巻き込まれ、高度技術職、低技能職を問わず、人々は流動化する労

働市場、不安定な雇用情勢、また経済情勢の中で、その生活は予測が立ちがたいと思われ

る。ワーキング・プア、増大する高齢者、ホームレス状態など、絶対的貧困、相対的貧困、

社会的排除が、わが国でも広範な人々の前に現れる事が予想される。 

日経記事、11 月 1 日経済面は，「わが国の本年（2006 年）9 月の失業率は 4.2％」と報道

して、「景気回復で企業が急進を拡大しているのに、低下基調だった完全失業率は 3％台を

目前にして足踏みしている」との事である。「企業が社員に求める能力が高度化し、求職者

と条件が合わなくなった」「自発的に勤務先を辞めて、次の勤務先を探す個人が増えて、労

働市場が流動化してきた」と指摘されている。 

７、日本の福祉政策の転換について 

①政策ミックス 

今、わが国でも各福祉法の対象者規定そのものからはみ出す新しい貧困が現れている。

労働しないのではなく、できないのでもなく、その中間にいて、わが国の貧困線である保

護基準に満たない所得実態があり、ニート等若年者の求職困難は日本では始めて経験する

社会現象だと言う。ホームレスと言われる人々と、その周辺には漫画喫茶やサウナ、労働

宿舎と路上生活を循環する人々が存在している。精神疾患でも境界例、軽度の知的障害な

どの、グレーゾーン、旧来の法制度体系では対応できにくい新しい生活問題が蔓延してい

る。それだからこそ、政策のミックスが求められなければならないのであろう。 

国連の人間貧困指数３９は、センの影響下で開発された指数として有名であり、集団や地
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域の貧困状態を測る指数として、長寿、知識、人間らしい生活水準の 3 分野に焦点をあて

ている。それぞれ出生平均余命、成人識字率、ＧＤＰをその指標としているので、焦点の

一つは保健衛生医療面、二つには適応可能性（adaptability）に関係する職業、生涯教育面、

さらに 3 つには財の構成な配分、再配分を補完する所得保障面であると思われる。 

この中身は保健医療等会社サービスへのアクセス、職業教育サービス受給機会の平等保

障、そして最低生活保障を求めている事になろう。これらはケイパビリティ（潜在能力）

を狭める社会的要因、個人的要因の削減の為に必要な、諸社会サービス（その中に先天性

の障害状態等への配慮が含まれる）と考えられ、それに財の公正配分、所得保障システム

を加えた社会サービスの総がかり的政策ミックスである。EU の政策動向とも共通だが、貧

困な個人を焦点にしたケイパビリティ（潜在能力）の拡大、エンパワーメントを支持する、

個人の社会的、政治的次元の問題に対応する多面的な社会政策の統合である。 

② 最低生活保障 

EU の社会政策の改革は、就労支援、労働政策（トランポリン）と保健医療福祉サービス 

政策という二つの分野に、財の再配分、所得保障面が一体になる三位一体の改革と指摘さ

れている。所得保障であれば、わが国においても年金制度そして最後的には活保護法の改

革であった。 

これらの所得保障制度とは、社会的には財の公正な配分問題であり、貧困問題である。

貧困のコアには絶対的剥奪があり絶対的剥奪を優先的、緊急的に防ぐ事が求められる。ま

た同時に日本社会における相対的剥奪への対応が求められ、相対的剥奪はその指標として

何を採用するのかが問題である。日本におけるこの研究は、阿部彩の IPPS Discussion Paper 

SeriesNo.2005-07 の優れた調査研究が行われたばかりであり、相対的剥奪の指標として 400

に及ぶ事項を提示している。 

この問題は日本における基本的ケイパビリティのリストの選択の問題と重なる。しかし、

貧困へのケイパビリティ・アプローチを援用する場面では基本的ケイパビリティの特定の

困難性が多く指摘されていて、相対的剥奪指標の開発、社会選択理論の研究の成果が待た

れている。そのためここでは社会福祉サイドとして、生活保護法における 9 つの扶助類型

を、主要な生活機能のリストであると仮定して論を進めてみようと考える。生活保護法開

始以降、9 つの扶助の給付実績はわが国の貧困の実態を反映し得るとして、政策ミックスの

核、所得保障制度、生活保護法の入り口について考察を試みたいと思う。 

ここで加えられるべき視点は人間の多様性であろう。ケイパビリテイ・アプローチでは、

個々人の財の評価、利用における個別性、多様性が前提とされるので、給付の方式には利

用者の多様性を前提にサービスの選択性を多様に保障する事が追及されるべきと考える。 

８．新しい公的扶助の入り口、新ミーンズテスト 

転換する時代に対応する社会政策のミックス、その中で社会福祉の位置を、EU の政策の

動向、わが国の新しい貧困を通して見たわけだが、その政策ミックスのベースに置かれる

べき所得保障制度、公的扶助、その入り口のあり方を考えて、締めくくりたい。 
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変更の骨子 

1. 新しい貧困に対応できる入り口とするために、所得以外の要因、社会的排除に係わる住

宅、失業、参加などの指標をいれてある。（旧ミーンズテストの資産調査を超えている） 

2. 絶対的貧困への対応は、そのチェック方法のシンプル化、そして優先的（行政措置的）

な現物給付的対応を原則としている。 

3. 相対的貧困への対応は、給付形式は、現物給付、金銭給付の双方から、支給金額的には、

+給付と－給付（分担金を負担する）の双方から、利用者の選択の余地を入れる。 

4. 相対的貧困への対応は社会サービス（公衆衛生、保健医療、職業教育）へのアクセスを

伴い得る様に設計している。 

5. 相対的貧困への対応は、各扶助を基本的ケイパビリティと仮定しているが、それぞれ単

独給付可能であり、利用者の生活の目的にそって利用者が扶助毎個別に選択できるよう

にしている。 

6. 租税、社会保障給付費は一元的に管理して、+、－の負担に利用者の選択を入れる事が

できるようにしている。 

7. 生業扶助、教育扶助は（就労支援等）は、ケイパビリティの拡大にとって重要であり、

これから力点がおかれる社会サービスだが、生活保護法の自立支援プログラムの展開、

若年者の就労や職業教育を行う労働政策、教育政策とのミックスとする。 

スケールの説明 

① スケールはⅢ軸から成り、Ⅰ軸は絶対的貧困への対応軸、Ⅱ軸はケイパビリティに影響

する軸、Ⅲ軸は相対的貧困への対応軸としている。 

② Ⅰ軸は単独の診断だが、Ⅲ軸の要否はⅡ.Ⅲ軸二つの 2 軸診断になる。 

※1 軸は絶対的貧困への給付の要否判定であり、優先的、緊急的に把握、対応されるよう、

この調査を独立的、優先的に設定している。生命に係わる領域なので利用者の受給辞退と

は独立的に支給が行われ、現物給付が原則と思われる。たとえばホームレス状態にある人

は、夜間は人目の無いところでの青少年等からの暴行を怖れて睡眠をとれない事が多く、

資源ゴミを集めるなど明け方まで歩き続ける事が多いと言う。暴行されないで安心して睡

眠できる「ねぐら」は、人間の生存にとって優先的に必要な資源であるので、ねぐらの有

無は絶対的貧困のチェック項目として入れてある。 

③事実の有無や、資産等の評価方式は、2 分法、３～４分法、数量化などが考えられる。 

※精神機能についての医学診断では国際的には基本的には２文法であるが、日本の介護保

険の判定は基本的には３分法であり、センの貧困測度は数量化を果たしている。どの方式

を取るかは各領域の特性、判定する側の効率性などによるであろう。 

④ 現物給付か金銭給付かは、給付毎、扶助毎で多様としている。 

※2 軸はケイパビリティの制約に関わる指標である。社会福祉で行う生育歴、家族関係等の

聞き取り内容に相当する部分と思われるが、この部分は金銭給付に限らず、現物給付、サ

ービス給付が優先され、各他制度の要否判定によりサービス給付開始されるように、各社
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会サービス(対人福祉サービス)とリンク、連携を予定している。 

※その上で所得保障が必要な場合は 3 軸を検討する 2 軸診断としている。３軸は現制度の

扶助項目をそのまま持ってきたが、相対的剥奪への対応なので利用者の生活文化により利

用者が選択できるように、各扶助毎活用をする、しないの選択、支給形式、支給額につい

て選択可能な構成とする。現物給付、準現物（フードスタンプ、衣料配給券）金銭給付等

の選択、金銭給付では+、－（一部分担金納付）給付についても選択可能としている。 

新ミーンズテスト(試案) 

１絶対的貧困への対応—にかかわる審査    対応する制度 

チェック領域(個人)     判定基準   現物給付 金銭給付 

1－①栄養水準 

1－②安全な睡眠 

1－③衛生 

血液検査など    

ねぐら〔ベッド〕の有無 

シャワー入浴機会の有無 

フードスタンプ 

簡易宿泊、施設 

シャワー、入浴 

 

２CAPACITY 〔潜在能力〕にかかわる審査       対応する制度 

チェック領域(個人)     判定基準 現物給付 金銭給付 

2－①家庭内、集団内 

不平等の有無 

暴力、性的虐待、経済的虐待、

ネグレクトの有無 

福祉サービス 

 

 

2－②成年後見 

ニーズの有無 

成年後見制度の要否 成年後見サービス 成年後見 

扶助 

2－③社会的ネット

ワークの有無 

帰属集団、家族の有無、 

支援者の有無、友人の有無 

社会福祉サービス  

2－④資産、所得状態 資産、借金の額 

所得の水準 

±の資産管理サー

ビス（借金清算スキ

ーム含む） 

±金銭給付 

２－⑤生業扶助 

２－⑥教育扶助 

２ー⑦雇用政策との

リンク 

職業教育へのアセスメント 

義務教育、高校教育就業年齢、 

雇用保険へリンク、失業までの

経過 

就労支援プログラム 

文科厚労省サービス 

労働関係サービス 

±金銭給付 

2－⑦医療ニーズの

有無 

医療扶助要否判定 医療サービス ±金銭給付 

医療扶助 

2－⑧介護ニーズの

有無 

要介護認定 介護サービス ±金銭給付 

介護扶助 

2－⑨他法関係要件

の有無 

利用制度の有無 他法給付 他法給付 

３相対的剥奪にかかわる審査       対応する制度 

チェック領域(世帯)    判定基準 現物給付 金銭給付 
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３－①住宅扶助 持ち家、賃貸借契約の有無、 

住宅費消費水準、所得水準 

保証人の有無 

公営住宅、宿所提供

施設提供 

民間アパート借上げ 

±金銭給付

(一部負担

可の住宅扶

助) 

3―②生活扶助、食費 

 

 

     光熱水費 

      被服費 

     その他 

食料を得る手段（金銭、調達手

段、システム、贈与者）の有無、

食費消費水準、 

消費水準、所得水準 

衣料品を得る手段の有無、 

その他の消費品目 

フードスタンプ 

 

 

 

衣料券 

シャワー券、風呂券 

±金銭給付 

 

 

±金銭給付 

±金銭給付 

±金銭給付 

3－新）社会活動扶助 電話、交通費の消費水準 

冠婚葬祭の消費水準 

地域行事参加、ピア

ミーティング出席経

費 

±金銭給付 

新）社会保険料扶助 年金、医療保険、介護保険資格  ±金銭給付 

8. おわりに 

IFSW の世界大会のテーマのとおりに、「富や資源の公正な配分という言い古された課題

はまさに今日的協議課題」である。新しい社会的均衡が求められている。基本財の公平公

正な配分があって、初めて人は合理的、公正な人格として現れるのであれば、基本財の公

正な配分は国制度としては必須となろう。それ無くしてグローバリゼーション経済の激し

い変化の中を、人が人として生きる事は、困難を極めるといわざるを得ない。 

ワーキング・プアと言う新しい貧困の問題は、グローバル経済の競争激化の中であって

も労働政策の側で保障されるべきテーマであろう。しかし企業の国際競争激化の中で、一

概に原則論を展開できない場面もあろう。個別企業で対応されない失業や低賃金に直面し

た個人は、過失無く剥奪状態を生きる境遇となる。格差社会の中で若い世代が擦り切れて

意欲を失い、落ち着いた人生の選択をできないとすれば、経済活動に対するマイナスの影

響は計り知れない。海外からの安い労働力も、グローバリゼーションの進展の中、工場の

立地条件によっては、移動が潤沢とは限らずに経済にもマイナス影響も及ぶと思われる。

国内の潤沢、柔軟な労働力は工場立地を促そう。 

安定的で豊かな人材の確保の為には、柔軟化する労働市場に対応できるようにトランポ

リンと言われる制度が整備される事が望まれ、そしてその間の生活を支える所得保障制度

が求められている。経済の効率的運営には人件費部分の効率も含まれざるを得ない中、そ

の中で不安定雇用等のリスクに対応して、国民の絶対的、相対的剥奪からの自由を保障す

るセイフティ・ネットが望まれよう。 

伝統的な福祉国家の改訂的継承とされる欧州社会モデルの試みを概観すると、労働力枯

渇のリスクに対応する政策ミックスが求められ、そのベースには、税による所得保障制度
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公的扶助が望まれよう。 

入りやすく出やすい制度、絶対的貧困、相対的貧困に対応する制度である。それは個人

の生活の福祉の実現に叶う道であると同時に、また産業の国際競争力の涵養に資する制度

なのでもなかろうか。 
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